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要約:本 稿 では、再生可能エネルギーの導入 を積極 的に取 り組 んでい るオース トリア共和国への視 察調 査結

果 について報告す る。 同国は9つ の連邦州か ら構成 されてい るが、 この うちオーバーエ スター ライ ヒ州は、

地域 エネルギーへの取組 を1990年 初頭 よ り行 ってお り、2000年 以降 には再生可能エ ネル ギー に関 して生産

か ら効率化技術 までの地域 産業 クラスターが形成 されてい る。同州政府は2030年 まで に電力及び空間暖房 需

要の100%を 再生可能 エネル ギーで賄 うことを 目標 に掲げてい る。筆者 らは、オーバ ーエ スター ライ ヒ州エ

ネルギー行 政機 関への訪 問 ヒア リングお よび地熱発電所、バイオマス熱電供給プ ラン ト、小水力発電所、そ

してバイオマ ス地域 暖房 システム等への現場視察等 を行い、同国にお ける再生可能エネルギー導入の現状 と

動 向に関す る知見 を得た。 法制度や社会環境 の相違な どの考慮す べ き点はあ るものの、 これ らの知識や情報

は、今後の我が国 と りわけ高知県の再生可能エネルギー導入促進 に向 けて大いに参考にな るもの と確信す る。
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写真1.リ ンツAGバ イ オマ スCHPプ ラン トの前にて

左 か ら永野 、明神 、弘田、西 内、佐藤 、現地説 明のパ ウリ氏
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1.は じ め に

高知県は、全 国一の森林率を誇 る豊富な森 林資

源や年 間降水量、 日照時間が長い ことな ど全国で

も優位 な再生可能 エネルギー資源 を有 してい る。

これ ら豊富な資源 を活用 し、新エネル ギーの導入

に向 けた具体的な施 策を示す 「高知県新エネル ギ

ー ビジ ョン」を2011年3月 に策 定 した。

この ビジ ョンでは、産業振興や県民生活の向上

につなげてい くため、① 新エネルギー を産業振興

に生かす 、②新 エネルギーで地球温暖 化対策 に貢

献す る、③ 将来期 待 され る新エネルギー に取 り組

む とい う3つ の基本的な考 え方の もと、「エネル ギ

ーの地産地消」を進 め、活気あふれ る元気な高知

県 とな ることを 目指す としてい る1)2)。

もとよ り、再生可能 エネルギーの導入拡大 を実

現す るためには、従来の施 策や考 え方 に とらわれ

ず 、EU諸 国をは じめ とす る世界 の先進 的な取 り

組 み に学び なが ら進 めてい くことが大事 であ る3)。

土佐経 済同友会 では、2011年12月 に 「高知県

10年 ビジ ョン」を公表 した。 ここでは 『「日本一

の幸福 実感 県 ・高知」～土佐 的循環型 ・共生社会

の実現』を ビジ ョンに掲 げ、人 口減 少 ・高齢 化が

進 む地方が将来 目指すべ き社 会像 を示す とともに、

その実現に向 けたア クシ ョンプ ランを提言 してい

る4)。 この一環 と して 「循環 型社会 の実現 とライ

フスタイル(仮)」 とい う新たな提言に向 けた検討

が進 め られてお り、海外 先進 地視察に よる最新の

情報 共有を進 め ることとしてい る5)。

欧州オース トリア共和国は、再生可能エネルギ

ーの導入を積極 的に取 り組 んでい る。 と りわ け、

同国9連 邦州のひ とつであ るオーバーエス ター ラ

イ ヒ州は、地域 エネルギーへの取組 を1990年 初頭

よ り行 ってお り、2000年 以降には再生可能エネル

ギーに関 して生産か ら効 率化 技術 までの地域 産業

クラスターが形成 されてい る。州政府 は2030年 ま

でに電力及 び空間暖房需 要の100%を 再生可能エ

ネルギーで賄 うことを 目標に掲 げてい る。

これ らを背景 として、筆者 らはオーバーエ スタ

ー ライ ヒ州 エネルギー行 政機 関お よび再生可能エ

ネル ギー施設 への現場視 察な ど、同国 にお ける再

生可能エネルギー導入の現状 と動向に関す る調査

を行 った。

表1.オ ー ス ト リア 概 要

正式名称:オ ー ス トリア共和 国

政治 体制:9つ の連邦州 か らな る連 邦共和制。 ウィ

ー ン市 も上記の 「連 邦州 」の一つ。永世 中立

国。EUに 加 盟

面積:8万3,900平 方km(日 本 の約5分 の1。 北海

道 よ りやや小 さい)

人 口:838万 人(2010年)

首都:ウ ィー ン(人 口約170万 人)

宗教:力 トリック78%、 プロテ スタン ト5%、 ほか 、

イ スラム教、ユ ダヤ教 な ど

民族:ゲ ルマ ン系90%、 ほか東 欧系、ユ ダヤ系民族

で構成

言語:ド イ ツ語

表2.オ ー バ ー エ ス タ ー ラ イ ヒ州 概 要

面 積:1万2,000平 方km

人 口:約138万 人

州 都:リ ン ツ(人 口約19万 人)。

オ ー ス ト リア 第3の 都 市

表3.視 察 スケ ジュール概 要

2012年ll月6日

○ オ ー バ ー エ ス タ ー ラ イ ヒ 州 エ ネ ル ギ ー ・エ ー ジ

ェ ン シ ー(0.0.Energirsparverband,Linz)

○ 地 熱 発 電 所(Altheim)

2012年ll月7日

○ バ イ オ マ スCHPプ ラ ン ト(LinzAZ)

○ 小 水 力 発 電 所"IGLMuhle"(Arnreit)

○ バ イ オ マ ス 地 域 暖 房 シ ス テ ム(Gramastetten)

2012年ll月8日

○ ソ ー ラ ー シ テ ィ(Linz市 郊 外)

2012年ll月9日

○ カ ン プ タ ー ル ・ジ オ パ ー ク(Eggenburg)

2.オ ー ス ト リア に お け る 再 生 可 能 エ ネ ル

ギ ー 導 入 の 現 状 と動 向

2.1オ ーバ ーエ スター ライ ヒ州 の再 生可能 エネル

ギー利用 の状況等 に関す る調査6)

(1)概 要

オーバーエス ター ライ ヒ州(以 下 「同州」 とい

う)は 、オー ス トリア北東部 に位 置す る、 同国 内

9連 邦州 の一つであ る。人 口は約140万 人で ある。
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歴 史的に工業が盛 んな地域 であ り、国内 にお ける

輸 出額の25%を 同地域 の工業が 占め る。 また、同

州 の面積 の41%を 森林が 占めてお り、うち83%は

経 済林であ る。

同州では、1994年 以降、エネルギー効率の改善

と再生可能 エネル ギー利 用 を進 めて きた。2012年

現在 、同州 におけ る一次エネル ギー消費量の うち

33.4%は 再生 可能 エネル ギー に よるものであ る。

さらに この約 半分はバイオマスエネル ギーに よる

もので あ り、 これ は一 次エ ネル ギ ー消 費全体 の

14.6%に 相 当す る。 ま た、同州 では熱エ ネル ギー

利 用 の46%を 再 生可能 エネル ギー で賄 ってい る。

これ らの取 り組 みに よ り、1億 ユmに 相 当す る

エネルギー輸入 コス トの削減 に繋がってい る。 こ

れ らは包括 的な地域 エネルギーア クシ ョンプ ラン

の推進 に よる成果 であ る。同州政府 は2030年 まで

に電力お よび熱利用 の100%を 再生 可能 エネル ギ

ーで賄 うことを 目標 に掲 げてい る。

この よ うに再生可能 エネルギー導入 を強力 に推

進す る背 景 と しては、エネルギー問題 に関す る国

民的な関心が高い ことが挙げ られ る。 まず、地政

学的な関係 か らエネルギーの地産地消への関心が

高い。加 えて、地球温暖 化 をは じめ とす る気候変

動 問題や 地球規模 災害への関心 も高い。 さ らに、

貧 富の格 差拡大 とい う社 会問題の解 決が行政課題

と してあげ られ る。 「EnergyPoverty(直 訳す ると
"エ ネル ギー貧 困")」 や 「GreenJobs(同"グ リー

ン雇用"」とい う考 え方は欧州全体で も広がってい

るが、再生可能エネルギー導入促進 は単な るエネ

ルギー需 給 とい う問題のみな らず、雇 用創 出 と格

差是正 とい う社 会問題の解決に向 けた取 り組 みで

もあ る。

写 真2.エ ネ ル ギ ー ・エ ー ジ ェ ン シ ー へ の 訪 問

(2)エ コエネルギー ・クラスター(OEC)

OEC(OekoEnergie-Cluster)は 、同州 にお ける再

生可能エ ネル ギー関連 の企業お よび研究機 関によ

る産業 クラスターで ある。同州政府 の主導 のも と、

1999年 に構築が決定 され2000年 に立 ち上 がった。

OECの 主な 目的は、再生可能エネル ギーやエネ

ル ギー効率技術革新 の推進お よび グ リー ン ・エネ

ル ギー ・ビジネ スの競争力向上 の支援、持続可能

なエネル ギー生産 と利用 において市場 の建設的 な

発展 を促す こ とである。2012年 現在、技術 開発 、

製造、販売、サー ビス業 な ど異分野 の企業等149

の国内機 関が加 入 して いるほか、隣 国チ ェコか ら

33の 機 関が加入 してい る。エ ネル ギー分野 として

は、太陽光/太 陽熱、バイオマ ス/バ イオガ ス、

風力、 ヒー トポンプ、地熱、小水力 、エネル ギー

効率技術 、省エネ/低 エネな どを含む。 クラスタ

ー 内の雇用 は7
,200人 、売上高 は22億 ユm(約

2,200億 円相 当)で ある。

特 にバイ オマ ス暖房 については20年 の歴史が

あ り、注 力的に取 り組 んで きた。現在 では全EU

の25%の バイオマ ス ・ボイラー をOECで 製造、

輸 出 して いる。また、同州では出力100kW以 下 の

小型 システ ムの市場が伸びてい る。 ちなみ に同州

には41,000台 のバイオマ ス暖房 システ ムが導入 さ

れ、うち20,000台 は木質ペ レッ ト燃料が 自動的 に

供給 され るシステ ムで ある。 また、地域暖房 シス

テ ムは310の 地域 に導 入 され てい る。

OECの 経 営管理 は、同州か らの経済的支援 を受

け つ つ 、 同 州 エ ネ ル ギ ー ・エ ー ジ ェ ン シ ー

(0.0.Energiesparverband)が 担 っている。

OECの 取 り組み は欧州委員会か らも評価 され 、

2006年 には ヨmッ パ最 高 のク ラス ター と して
"E

uropeanClusterAward"を 受賞 した。

(3)オ ーバ ーエ スター ライ ヒ州 エネル ギー ・エー

ジェンシー(0.6Energiesparverband)

同組織 は1991年 に同州政府 によって設立 され

た。公的機 関、民間企業 、一般家庭な どを対象 に、

エネルギー利用 の効率化や、再生可能エネル ギー

お よび革新的エ ネル ギー技術 な どに関す る各種サ

ー ビスを提供 してい る。具 体的 には 、

○年間15,000件 にお よぶ窓 口相談業 務

○ キャンペー ン、 コンテ ス ト、出版、イベ ン ト

等 の広報普及事業

○"エ ネル ギー ・アカデ ミー"に よる人材育成

事業
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○高効率 エネルギー建 物の建築や改修支援

○"WorldSustainableEnergyDays"の 主催(年

1回 開催。 ヨー ロッパ最 大規模 の国際会議)

○州内地 方 自治体の地域 エネルギー戦略な ど地

域 支援 プ ロ グラムの マネ ジ メ ン トや フ ァン

デ ィングプログラムの推進

な どが挙 げ られ る。

「市場 を形成す る」上で、ニ ワ トリとタマ ゴの

問題 に直面す るが、エー ジェンシー と しては、特

に次の よ うな事柄 に力を入れ、問題解 決 に取 り組

んでい る。

○技術 の標 準化:木 質ペ レッ トやボイ ラー、配

送 トラックの基準や規格づ くり

○技術者 の教育:技 術者 養成 講座や 、設 計 ・コ

ンサルの資格制度 な ど

○利 用者 の啓蒙:各 種 セ ミナーの開催や、 コン

サルテ ィング ・サー ビス提供 な ど

さらに、「アメ とムチ」な らぬ 「こんぼ う、にん

じん、たんば りん」の3点 セ ッ トが重要であ ると

考 え、

○ こんぼ う:規 格、制約 、対策条例

○にん じん:助 成金 、 リース制度、研 究開発、

各種サポー ト

○たんば りん:セ ミナー、イベ ン ト、養成 、資

格 、情報提供、 ネ ッ トワー ク形成

等 の施策 を実施 してい る。

2.2各 種再生可能エネル ギー施設 の調査

(1)地 熱 発電所7)

リンツ市か ら西へ約100kmに ある、アル トハイ

ム(Altheim)市 が運営す る地熱発電所 を訪問 した。

同発 電所 の出力は1,000kWで あ り、一般家庭 や公

共施設 な ど地域 内750か 所に電力 を供給 してい る。

同時に熱 水供給 も行ってお り、配管網の総延 長は

約14.5㎞ で ある。

熱源 は地 下2,300mに あ る熱 水脈 で ある。 ポ ン

プに よる汲み上げ量は1秒100リ ッ トル、源泉の

温度 は104℃ であるが、配管網 には60℃ まで下げ

て提 供 してい る。 冷却には河川 水 を用い る。 ゆえ

に渇水期 には問題 が生 じる。利 用後 の熱水 は55℃

となって元の水脈 に戻 る。 熱水の元は生石灰(酸

化カル シウム)で あ る。 同地域 か ら20km離 れた

ところに油 田があ り、掘 削 を通 じて生石灰層 と熱

水域 があ ることが明 らか となってい る。

ちなみに地域 暖房 システム導入は1991年 の こ

とで あ り、それまでは戸別 暖房で あった。2012年

夏 までは全量売電方式 であったが、州 の助成期間

が終了 した現在 は余剰売電方式で ある(市 役所及

び地域供給 の余剰 を売電す る)。熱水供給 システ ム

に194万 ユm、 発電 システ ムに218万 ユー ロ。

EU、 国、州か らの補助金が入 ってい るが金額 は不

明で あっ た。 なお、金融機 関 か らも借 り入れが あ

り、2030年 までに返済す る計画 であ る。

仕様上 の出力 は1000kWで あ るが、実効 は300

～400kWと のこ と。全量売電 当時 には月7,000ユ

mの 利益 を上 げてい た。余剰売電 になってか ら

は月2～3,000ユ ー ロの利益 が出てい る。

同様の地熱発電所は国 内に10カ 所 ほ どある。

写真3.ア ル トハイムの地熱発 電所

(2)バ イオマスCHPプ ラン ト(リ ンツAG)8)

リンツAG社 は、 リンツ市が株 式を100%保 有

す る株 式会社で ある。バイ オマ スCHP(Combined

HeatandPower)プ ラン トによる熱電供給 を行 って

い る。同発電所 か らの説明 によれば リンツ市 は盆

地で あるこ と、鉄鋼 の町で あるこ と、住民 の薪 ス

トーブ利用が盛 んで あった こ とな どか ら、一酸化

炭素ガ ススモ ッグな どに悩ま されて きた歴 史が あ

る。 した がって 、住民 レベル での環境問題意識が

高い とい う。

1970年 代 当初は、石油 とガ スによる熱電供給 を

行 ってい たが、2000年 か らバイオマ ス とゴ ミの燃

焼 による熱水お よび電力供給 に切 り替 えた。 した

が って、熱水 と電力 の供給網 は、以前か ら整備 さ

れていた こ とになる。

リンツAGに 限 らず 、大型プ ラン トは運用 コス

トの管理 が重要 である。その ため、燃料 となる木

材 の調達範囲 はオー ス トリア 国内の他地域 も含 め

「100km圏 内」 が標準 スタイル なのだそ うだ。
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現 状、オース トリア国内の森林資源 は供給余力

を残 してい るが、 これは需給バ ランスによる問題

に よるほか、木材 価格の高 さも一因であ る。また、

国内での地域価格 差 もあ ることに留意す る必要が

あ る。 た とえば、オース トリア西北部では、北の

隣国 ドイ ツへの木材 輸出が成 り立 ち、オー ス トリ

ア南西部では、南の隣国イ タ リアへの木材 輸出が

成 り立っ。 ウィー ンな どオー ス トリア 中央部か ら

東 部への木材搬 出には ドナ ウ川 な どが利 用 され る

が、配送距離が長 くコス ト高 とな る傾 向があ る。

この よ うに、オース トリア国内で も、国内市場 よ

りも国際市場で産業が成 り立っ地域 が存在す る。

ちなみに、オース トリアの木材 価格は、森林バイ

オマ ス利 用が盛んな スウェーデ ンに比べて30%ほ

ど高い。

写 真4.リ ン ツAGバ イ オ マ スCHPプ ラ ン ト

森 林の所 有形態 と して、個人農家の多 くが林地

を有 してい る。例 えば リンツ市民の8割 は農 家で

あ るが、それぞれ多少の差はあ るが敷地内に森林

を持 ってい る。 一方、北欧諸国では、国土の森林

のほぼす べてを主要5企 業が 占めてい る。 そのた

め、オー ス トリア と北欧諸国では木材 の流通形式

に違 いがあ る。 これは、国際市場にお ける価 格差

が生ず る一因に もなってい る。

リンツAGの 発電 コス トは、lkW当 た り0.05～

0.06ユ ー ロであ る。 田舎の農 家では独 自の小型熱

電システム を持 ってい るが、スケール メ リッ トが

生かせず相 対的に コス トは高 くな る傾 向があ る。

エネルギー ・エー ジェンシーの説明では、バイオ

マ スユーザーの多 くは小型熱 電 システム を利 用 し

てい るが、彼 らは 自前の材 、つま り所有す る敷地

内の林材 を活用 して 自らエネル ギー を作 ってい る

ので、あ る意味で 自給 自足であ り、 コス ト度外視

で きる。

リンツAGで のバイオマ ス熱電供給 によ り、年

間5万 トンの二酸化炭素排出削減 に貢献 してい る。

このよ うな大型 プラン トでは 、安定供給 による信

頼性の確保が重要で ある。プ ラン ト全体 の出力規

模 は、熱供給が21.9MW、 電 力供給 が8.9MWで あ

る。入 力規模 は35.IMWで あ る。熱電供給 によ り

約90%の エネル ギー効率 を確 保 してい る。

州連邦政府の施策で は、熱供給事業 に助成金は

出 ない。収益 の確保 は電力供給 に頼 られ る。全体

で300万 ユmの 利益 が出てい る。 とはい え、そ

の利益は補助金 による効果で あ り、補助金 がなけ

れ ば経営 は赤字 である。

建設費用は10年 償還べ一 スで計算 し運営 して

い る。 メンテナ ンスも効率性 を重視 してい る。

燃焼灰 の処理 に関 して、 ク リー ン灰 は林材 を提

供 して くれた農家 に返 し、農業 に活用 して も らっ

てい る。 フライ ア ッシュは地 中に埋 める。

調達 してい る林材の価格はlkW当 た り0.025～

0.03ユ ー ロで ある。1kW当 た り0.02ユ ー ロ以下 の

販売価格 でなけれ ば、他 の電力業者 と勝負 できな

い。 よっ て、今 は補助金 に頼 らざるを得 ないのが

現状であ る。

他方、価格 問題 とは別 に、2000年 代 に発生 した

ロシアーウクライナの天然ガ ス供給 問題(一 時期 、

供給がス トップ した)を 契機 に、エ ネル ギー の 自

活意識が住民 レベルで も高ま ってい る。

バイオマ スプ ラン トのオペ レー シ ョンにかける

人員は1.5人 。 ほか、調 達を含めた木材担 当が15

人い る。 リンツAG全 体 としては、 バイオマ ス、

ガ スター ビン、 ゴ ミ焼却熱、水力の4つ の組み合

わせ によ り熱電供給体制 を とってい る。

(3)小 水力 発電所9)

リン ツ か ら北 西 に 約40km、 ア ル ン ラ イ ト

(Arnreit)市 郊外 ミュールバ ッハ(Muhlbach)地

区 にあるKWIGLMUHLEな る小水 力発電所 を視

察 した。ミュールバ ッハ とい う地名 は 「水車 の村」

とい う意味だ とい う(直 訳す る とMuhlは 「水車

や風車に よる粉ひ き小屋」、Bachは 「水車 を回す

小川」 とい う意味 らしい)。

この小水力発電所は ワー グナー(Wagner)氏 の

個人所有 である。も とも とは1890年 か ら水車 があ

り、穀 物 を挽 くため に使 っていた。1913年 にター

ビンを導 入 し発電 を始 めた。製材や耕転 な どに活

用 してい た とい う。1960年 ごろか ら発電の重要性
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が高ま り、 ミュールバ ッハお よび隣の ローバ ッハ

(Rohbach)地 区へ の電 力供給 を始 めた。

説 明に当たって くれた ワー グナー氏の父(コ ン

ク リー ト技 術者)、 兄(機 械技術者。今は水力協会

の会長)、 本人(電 気技術者)の 共同で発電事業 を

始 めた。1992年 に 自分 が業を引き継 いだ。ただ し、

普段 は近隣にお らず、電力 システムの制御 と管理

は スマー トホ ンを用いて遠 隔操作 を してい る。

2つ のター ビンを有 し、水流 の落差2.6m最 大出

力は230kWで ある。1年 間で110万kWhの 電力

量があ る。 現在 は近隣250世 帯 に提 供。水流の多

い時期は、隣 の地 区まで電力供給 を して いる。1kW

当た り0.05ユmの 売電 となっている。

写真5.ワ ー グナー氏 の小水力発電所

リンツか ら北西 に約14km、 グラマシュテ ッテ

ン(Gramastetten)市 にあるバイオマ ス地域暖房 シ

ステム を視察 した。市長、副市長、農業協会会長

な ど関係 者 に歓迎 され た。同市 の人 口は4,630人 、

面積は40.23平 方kmと の統計数字 がある。

同市が持つ地域暖房 システ ムのボイ ラー は2つ

あ る。個別 に話 を聞い た。

まず1つ めの ボイ ラー は、2008年 か ら稼働 を開

始 した。使用す る木材 チ ップの含水率 は25%で あ

る。近隣26軒 の契約農家か ら林材 を持 ち込 んで も

らう。市 のチ ッパーで破砕 し貯蔵す る。市 の貯蔵

庫 は200立 米。2か 月単位 で持 ち込 まれて くる。

各農家 との契約 で持 ち込み量 が義務付 け られてい

る。各農家 にも中間貯蔵庫が ある。持 ち込み単価

は単位 当た り25～30ユ ー ロ(立 米 とは異な る単位

で あるがオー ス トリア特有 と思われ確認が必要)。

ボ イ ラー の設 計 出力 は550kWだ が 、実効 は

230kW程 度 である。熱水貯蔵 は6,000リ ッ トル あ

る。運営 は農業協会 が行 う。農業協会 は、26農 家

に よる出資団 体である。 同市 には130の 農家が あ

るが、この26農 家 はそれぞれ が独 自に森林 を持っ

有志の集 ま りで ある。農家は協会 に材 を納 入す る

こ とで収益 を得 る。協会 は市 に発熱 を供給す るこ

とで収益 を得 る。

ところで、上記 の小水 力発電所 を視 察す る直前、

途 上のハ シュラッハ(Haslach)村 にあ る民宿 レス

トランで昼食 をとった際に、そ こに小水力発電所

があ ることを知 り、施設 を見学 させ て も らったの

で追記す る。 ここでは12年 前に20万 ユー ロをか

けて発電 システム を導入 した。最大 出力は46kW

であ る。水 量は毎秒20-30リ ッ トル、 ダイナモは

1分650回 転 とのこ と。平均 出力は32-35kW程 度

だが、宿 泊施設 と食 堂経 営の熱電 をすべて賄 うこ

とができ るだけでな く、3分 の2は 余剰電力 と し

て売電 してい る。 今は1kW当 た り0.08ユmの

売電収入があ る。 単純 に積 算す ると、毎年2万 ユ

ー ロ以上の収入にな る。維持 管理 コス トを度外視

す ると、10年 超 で初期投資 を回収 できる。

ちなみに この周 辺地域 は、推 測す るに リンツ郊

外 の避 暑地であ り、サマーキ ャンプな どでに ぎわ

うのだ ろ う。 なだ らかな丘陵地 とゆった りと流れ

る河川 は、いかに もぴった りで ある。 移動途 中に

も似 た よ うな民宿 レス トランを見か けた。

(4)バ イオマ ス地域暖房 システム

写真6.グ ラマ ステッテンのバイオマ ス地域 暖房

システム を視察。 左か ら2番 目が市長。

地域暖房 システ ムの建物は、市 の予算45万 ユー

ロをか けて建設 された(う ち40%は 、国、州、EU

か らの補助金)。 なお、ボイ ラー等施設 は協会が購

入 した。このボイ ラー は市役所 のみ に熱供給す る。

ちなみに地域へ の新 しい配管網 の整備 のた めには、

配管lm当 た り100ユ ー ロの費用が発生す る。

次 に2つ めの ボイ ラーで あるが、 これは地元の
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学校 にあ る。 この学校 は、小学校、 中学校、専門

学校 の複 合体 との ことで、校 舎内 も見学 させ て も

らった。 ここのボイ ラーは、学校、近所のスーパ

ー、お よび14農 家 に熱 を供給 している。ボイ ラー

は16万 ユmを か けて導入 したが、加 えて配管網

の整 備に24万 ユー ロの追加 投資が必要で あった。

最 大出力は550kWで ある。予備 エネル ギー と して

天然 ガ スを配備 してい る。 以前は石油 を備 蓄 して

いた。

ここでは1kW当 た り0.078ユ ー ロで売電 してい

るが、市 の問題意識 は収益 の確保 ではない。「地域

の価値向上」「石油ガ ス(地 域 外資源)か らの脱却」

「地域 の雇用の維持 」が メイ ンテーマで ある。今

日、農家は農業のみでは立 ちゆかず、副業 として、

林材 を活 かす ことで生計 を立ててい る。林材 の活

用は国土保 全の観 点 も有効であ る。 林材 が足 りな

い ときは、契約 農家以外 か らも買付す る。

年 間の燃 焼量は、2,000立 米 と600立 米 にな る。

いず れは2つ のボイ ラー を配管網で合体 したいが

予算の問題 もあ り検討 中であ る。 また、現状では

バイオマスは熱利 用が主流だが、発電 にも力 を入

れたい との ことであった。

バイオマスエネルギーの導入促進 のためには社

会意識 の改革 も重要であ る。 かつてオー ス トリア

では 「木 はカネにな らない」 とい う考 えが主流で

あった。今 は建材 と して も、バイオマス として も

見直 されてい る。 ちなみに、 これ ら木材 産業 クラ

スター(新 産業創 生)の 動 きは地域 の民間べ一ス

で始 まった。

余 談だが、同市では学校 な ど公共施 設の建 設に

当た り、敷 地面積 の1.5%に 相 当す る土地に美術オ

ブジ ェを設 置す ることが法律 で定め られてい る。

市民への文化 教育の一環 であ るとい う。

2.3エ コシテ ィの構築 に関す る調査io)

ソー ラー シテ ィ(SolarCity)は 、 リンツ市 中心

部か ら南東約10km離 れた ところに位 置す る、環

境 共生型 の新興 住宅地 であ る。敷地 面積 は約36

ヘ クタール で、市の主導で建設 された。 当時プ ロ

ジェ ク トリーダー を務 めていた ライ ンター ラー さ

んに話を聞いた。

1990年 代、リンツ市 では12,000人 規模 の住宅不

足問題が深刻化 していた。 市の 中心部だ けでは解

決 が難 しい ことか ら、郊 外地区の拡充 と合わせ、

クラスターづ く りの側 面か ら、 ソー ラー シテ ィ計

画に着手す ることになった。 マス タープ ラン策定

に 当た り、世界的 に著名 な建築事務所4社 か らな

るREADグ ルー プを組織 した(RenewableEnergies

inArchitectureandDesign)o

候補地 として挙が った現 ソー ラー シテ ィは、 も

とも とピヒ リング(Pichling)と い う地名 で ある。

1980年 代 にオー ス トリア をお そった鉄鋼 不況 に

よ り、 リンツ市 でも2万 人規模 の リス トラ危機 が

危ぶまれ た。 この際、市郊外 に産業 クラスター形

成 の動 きがあ り、 ピヒリング地 区の整備事業 に乗

り出 した。 しか しそ の後、不況 を脱 し、産業 クラ

ス ター計画 は棚上 げ とな り、整備 された地 区が残

った。 ソー ラー シテ ィ計画 には、 この土地活用 の

側面 もあ った。 ただ し当時の ピヒリング地 区は一

軒家ばか りで公共交通網 も無 く、市 として は都市

のイ ンフラ整備 か らスター トす るこ とになった。

リンツ市 の人 口は約19万 人 であるが、就労人 口も

同規模 に及ぶ。市 内には約9,500の 企業が ある。

そ こで市 として は通勤 問題解決 のた め、郊外整備

を積極的 に進 めてきた。 とくに ソー ラー シテ ィは

中層か ら下層 の所得者層への住宅供給 も 目的 に掲

げ られてい る。そ こで 、車の利用 を抑制す るた め

の路面電車網 の整備や 、省エネル ギー/低 エネル

ギー住宅 の整備 、商店や学校 、病院 、公園 な ど公

共施設の整備 を進 めた。1994年 には、オー ス トリ

アEU加 盟前 に、ソー ラー シテ ィ計画 に対す るEU

補助金 を獲得 した。2003年 には入居 が開始 され 、

2005年 には全ての住 宅が竣 工 した。その後、教会 、

高校、ス ポー ツセ ンター な ども整備 されてい る。

イ ンフラ整備 に7.5億 ユー ロ、住宅等建物整備 に

12億 ユー ロを投資 した。

写真7.ソ ー ラー シティを視 察

低エネル ギー住宅 に焦点 を当て る と、 コンセプ

トは太陽光 の採光 システ ムの徹底 と、床やカベへ
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の高効率断熱材 の導入であ る。 当時の標 準的なエ

ネル ギー基準は、1平 米当た り90～100kWで ある

が、 ソー ラーシテ ィの住 宅は1平 米 当た り44kW

以下の設 計になってい る。2012年 時点では37kW

を達成 してい る。 また、学校 は35kW/平 米(一 般

基準は125kW/平 米)、 幼 稚園は10kW/平 米(同 、

172kW/平 米)を 達成 してい る。これ らの設計 に当

たっては、市に12あ る建設組 合 も全面的に協力 し

た。 現在 、1294棟 のアパー トがあるが、すべ て2

～4階 建てであ る。 地区 ごとに異な る建築家がデ

ザイ ン してお り、個性 的な住宅が並んでい る。

現在 の居 住人 口は3,400人 であ る。若年層 が多 く、

40歳 以 下人 口が80%を 占めてい る。人 と人 とのネ

ッ トワー クや コ ミュニテ ィ形成 も推進 してお り、

家族 セ ンター と呼ばれ る交流空間な ども整備 して

い る。 市営住宅 とい う位 置づ けであ り、多 くは賃

貸 であ るが、分譲 もあ る。 さま ざまな住宅 タイプ

を設 けることで、年齢層 や社 会層の ミックスを 目

指 してい る。 また、 リンツ市 中心へのベ ッ ドタウ

ンではな く、近隣で300人 規模の雇 用 を生み出す

な ど職住接 近の思想 も取 り入れてい る。

賃 貸住宅 の家賃 は平均 して月 々平 米単価5～6

ユー ロであ る。4人 家族 が60平 米 で暮 らす と300

～400ユ ー ロにな る。 水道、 ゴ ミ収集、清掃 は家

賃に含むが、ガ スと電気 は別 料金であ る。市営住

宅であ るため収入 制限を設 けてい る。 また、家族

構成 の変化に よる流動性 に も配慮 してい る。 だが

競争 倍率は高い。 定期的な入替 えも進 めてい る。

エネル ギー 自給率については、温水 については

50%を 達成 した。 電力供給 は行 っていない(太 陽

光は熱利 用が中心であ り、発電 は していない)。電

力は リンツAGつ ま りバイオマス発電か ら供給 さ

れてい る。

同様 の地域 クラスター計画は市内で あと4っ あ

り、路面電車や道 路網の整 備が進め られてい る。

行政 、政 治、建 築家の条件 な どがそれぞれ異な る

ため、各地域で特色あ るものが出来上が るだ ろ う。

ただ し、人に優 しく温か く、 自然 と共 に楽 しく暮

らせ る空間づ く りを 目指 す志向は共通で ある。そ

の一例 と して、それぞれの地域 クラス ターは半径

300m圏 内に形成 され る。これは人間工学的な配慮、

す なわち、心理的に抵抗 な く歩 ける範囲であ る と

い う。 さらに、それぞれの クラスター問 を路面電

車で数珠 っな ぎに結ぶ ことで、 自家用車の利用 を

抑 えることも狙 ってい る。

2.4地 方での地域 お こしに関す る調査11)

地方で の地域お こ しに関す る調査 のた め、カ ン

プ タール ・ジオ パー ク(Kamptal)を 訪 問 した。

Kampは 河川 の名称 、Talは 「渓谷」 を意味す る。

す なわ ち渓谷全体が、ユネス コ(UNESCO)に 登

録 された ジオパー クで ある。 ジオパー クへ の訪問

拠点はい くつか あるが 、我 々は ウィー ンか ら北西

約100kmに あるエ ッゲ ンブル グ(Eggenburg)を

訪れ、地元 の博物館 に務 めてい るシュタイ ニンガ

ー(Steininger)博 士 に話 を聞 いた。

写真8.カ ンプタール視察

左 か ら2番 目が シュタイニ ンガー博±

カ ンプ タール ・ジオ パー クの基本 コンセ プ トは

「大地 を楽 しむ」 こ とにある。サイ ク リングコー

スが整備 され、域 内の至 る所 に体験 スポ ッ トが あ

る。カルチ ャーパー ク として 、 自然(動 植物、気

候)、 文化(中 世 か ら近代)、 民芸(伝 統芸能、彫

刻技術)、 大地(地 理、岩石、土壌)の4つ の組み

合わせに よる地域づ くりを進 めてい る。 よ り具体

的 には、大地 の恵みで ある石 か ら発 した産業 と文

化、 とりわけ石灰岩 を基盤 とした ものづ くり(石

切 と彫刻)、 お よびそ こか ら発す る生活 文化 、さら

に は農業(ワ イ ン用ブ ドウづ くりに適 した土壌)

な どがア ピール ポイ ン トで あ り、ま さに 自然 と学

びがいっ ぱいの空間で ある。

一例 と して
、 この地 の石灰岩 は、 中世時代 には

「エ ッゲ ンブル グの金(き ん)」 といわれ、非常 に

栄 えた。 ウィー ン中心部 にあるヘ ラク レス像や、

シェー ンベル グ宮 の石像 に使 われてい る。 また、

町 の周囲 はなだ らか な丘陵地 と平坦 な農地 が混在

す るが、丘陵 は古代 の島で あ り、花 歯岩 を中心 と

す る固い地盤で ある。農作物 は育 ちに くく、飼料

用 の冬カ ブな どを作 ってい る。一方 、農地 はかつ
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て海 底で形成 された石灰岩 を中心 と した軟 らかい

地盤 であ る。 土壌 が豊かであ り、オー ス トリア有

数のブ ドウの産地で もあ る。 さらにエ ッゲ ンブル

グの東西で地層 が異な る。 東側 は石灰層であ るこ

とに加 え、氷河時代の賜 と して レス と呼ばれ る水

分吸収 しや すい砂岩層 になってい る。 一方、西側

は固い地層 であ り、作物 は育たず森 林が形成 され

てい る。

写真9.エ ッゲンブルグの街並 みを望む

3.考 察

(1)バ イオマ ス利用 に関 して

バイオマスのエネルギー利用 に関 しては、発電

と熱利 用の双方を同時に進 め ることで メ リッ トを

得 る姿勢の強 さを感 じた。 また、 日本 とは異な る

社会的背 景や地政 学、森林に対す る考 え方が、良

い方向に作用 してい るよ うに感 じる。 すなわ ち、

①森林 を建 築用材 と して見 る視点が薄 く、エネ

ル ギー利 用への抵抗感 が薄い(「かつてのオー ス ト

リアでは、森 林には薪 以外の価 値 を見出 していな

かった」 とい う発 言 もあった)。

②1970年 代 のオイ ルシ ョック、1980年 代のチ ェ

ル ノブイ リ原発 事故、2000年 代の ロシアの天然ガ

スパイプ ライ ン問題な どに起因す るエネルギー安

全保 障や 、二酸化炭素排 出に よる地球温暖化 問題

な どへの意識 の高 さ。

③ 陸路 で他 国 に囲 まれ た小国で あ るが ゆえに、

「自国のエネルギーは 自前で、 しか し安全安心な

方法で賄 う」 とい う意識 が強 く働 く。

これ らに加 えて、EC、EUな ど欧州 全体の動向

を背 景 と した、標 準化や 規格化 に対す る意識 の高

さも感 じた。 と りわ け、木質ペ レッ ト、ペ レッ ト

配 送車、ボイ ラーの3点 について、規格化 の重要

性 を説 く姿勢が印象的であった。

rEnergyPoverty」 「GreenJobs」 といった、 日本

にな じみの薄い用語 も印象に残 った。 前者は 「格

差社会の是正」 を、後者 は 「地域で の雇用創 出」

を意識 した施策 の実践 とい える。

(2)小 水力発 電に関 して

オース トリア ではも とも と小川沿い の水車小屋

が多 くあ り(そ の多 くは粉ひ き小屋 を起源 として

い る)、そ の延長 として小水力発電 に取 り組 んだ と

い うのは 、至極 自然で ある と感 じた。 なによ り、

手作 りで小水力発電 システム を作 り上 げ、地域 の

住民 に電 力を供給 して いる とい うワー グナー家 の

取 り組み事例は衝撃的 でもあった。

自発的 に小水 力発電 に取 り組んでい る民宿 レス

トランの例 も見 た。気候風土や関連す る法律、権

利問題 な どを考慮す る必要は あるものの、参考事

例 として学ぶべ きこ とは少な くない と感 じた。た

とえば、高知県 でも小水力発電 の適地調査等 を進

め てきた3)。 これ らの結果 を研究 面で活 用 し、可

能 な場所 で技術実証 を進 めるこ とも一案か と思わ

れ る。そ のた めには、地域か らの自発的 な取 り組

み を行政 が支援す るよ うな体制整備 が必要 である。

た とえ小規模で もイ ンパク トのある取 り組み を始

め、地道 な成果 を着実 に上 げてい くこ とが 、導入

促進のカ ギで あるよ うに感 じられた。

(3)"ソ ー ラー シテ ィ"に 関 して

「ソー ラー シテ ィ」 「エ コタ ウン」 「スマー トシ

テ ィ」 とい う言葉 の響 きは、直感的 に太陽光発電

システム を中心 とした再生可能エネル ギー の活用

が コンセ プ トなのか と思 って いたが 、実 はそ こに

主眼 を置いてい るのはない。街づ く りの技術面で

の基本 コンセプ トは、省エネル ギー/低 エネル ギ

ー型の住宅設備や公共施設(学 校等)で ある。 こ

こには断熱材等新素材 の活用 も含まれ る。そ して 、

自然エネル ギー活用 の一環 として、太陽 の 自然光

を存分に活用す るこ とを意識 した街づ くりを行 っ

てい る。そ のた め、建物施設 では採光設計 を意識

し、太陽熱利用 を意識 した造 りにな ってい る。熱

水 の利 用 だけで な く、空気循環 も含 んでい る とこ

ろが印象的で もある。

学校 も見学 させたい だたいた。内部照明 がほ と

ん どない が とて も明 る く印象的で あった。 ある意

味で 「発想 の転換」 ともい えよ う。

「ベ ッ ドタウンでは な くふ る さとを創 る」 とい

う強い想い をべ一 スに した、行政主導 による環境

共生型の新 しい街づ く りは魅 力的で ある。ただ し、

日本のかつて の大都市郊外 に創 られ た 「ニ ュー タ
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ウン構想 」 とも共通す る課 題 を抱 えてい るよ うに

感 じた。このこ とにつ いては、「賃貸住宅が主 体と

して住民の入れ替 えを継続 的に行 うことで解 決す

る」 といった返答 があった。 ソー ラー シテ ィの拡

大 と機能 充実等の面 と合 わせ 、今後の取 り組 み に

注視 してい きたい。

(4)ジ オパー クを起 点 とした地域 お こしに関 して

今 回は、オース トリアのカ ンプ タール ・ジオパ

ー クの拠 点のひ とつであ るエ ッゲンブル グを調査

訪 問 した。自然(動 植物)、 文化(中 世か ら現代)、

民芸(石 材 産業、織物)、 大地(地 層、地質)、 お

よび これ らの融合 に よる情報発信への取 り組 みが

印象に残った。

大地(Geo)は もち ろん 、大地の恵み であ る石

か ら発す るものづ く り(石 材 産業 と彫 刻技術)や

文化、伝 統、生活 、農 業(ワ イ ンづ く り)ま で、

学び と自然 が一杯 の空間であった。

単な る地層 ・地質の紹 介だけでな く、そ こか ら

得 られ る大地の恵 みか ら、動植 物や人間の営みま

で繋が る紹 介 と説 明が印象的で あった。 これ ら一

連 の取 り組 みは、室戸 ジオパー クをは じめとす る

日本 のジオパー ク(ユ ネス コ認 定前の もの も含 め)

の整 備 と運 営に も大いに参考にな るもの と考 える。
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4.お わ りに ～ オ ー ス トリア の事 例 を高

知 に活 かす に は～

今回の視察では、再生可能エネルギーの導入先

進国オース トリアの中でも、とりわけ意欲的に取

り組んでいるオーバーエスターライヒ州を中心に

調査を行った。関連する施策 と事業には過去20

年の歴史と実績があるが、それぞれの視察現場で

見聞する数々の情報や経験の蓄積は、事前にもら

った資料 な どで は得 るこ とが できない、貴重かっ

有益な もので あった。 とくにバイオマ ス と小水力

に関 して は、高知県 にお けるエネル ギー の地産地

消 の観点 はも とよ り、地域産業振興や雇用促進 の

観点か らも期待 できる分野で ある と思われ る。地

場 の技術 でも十分 に対応で きる分野 でもある。す

で に2012年 には大学研究者 を中心 としたベ ンチ

ャー企業 が立 ち上が ってい る12)13)。

再生可能エネル ギー の導入 を促進す るた めには 、

各企業あ るい は産学連携 による個別的 な取 り組み

を、地域全体で支 える意識 を醸成す るこ とも必要

で ある。例 えば、官庁主導の産学官連携 の取 り組

み として 、高知県商工労働 部 が事務局 となってい

る 「高知県産学官連携会議」 がある。 また 、民間

主導の産学官民 によるネ ッ トワー ク として は、「土

佐 まるご と社 中」が ある。 このよ うな情報交流プ

ラ ッ トフォー ムを活用す るこ とによ り、地域一丸

となった取 り組み として盛 り上 げて い くこ とも有

益で あろ う。

ここで重要 になるの が、地域 の産学官民 を繋 ぐ

コーデ ィネー タの存在 である14)。コーデ ィネー タ

の果たすべ き役割 として重要 になるのは、個別プ

ロジェク トの牽 引者で あるこ とは言 うまで もない。

加 えて、地域活性化モデルの構築者お よび実践者

と しての役割 を果たす こ とが期待 され る。そ のた

め には地域全体 をコーデ ィネー トす るた めの核 と

な る構想 力が必要 とな る。ここでい う構想力 とは、

新たな コ トを生み 出す行為 とそ の実践で あ り、そ

こには 「何 故、 己はそ うす るのか」 とい う思想 と

哲学が問 われて くる15)。

今回のオー ス トリア視察 を通 じて 、「技術的 に見

て、また地理的 に見て 、高知 でも十分 にやれ る」

こ とを強 く実感 した。再生可能エネル ギー導入促

進 の課題 は、む しろ法制度な どの規制緩和や、水

利権 に例示 され る既得権益 との調整 、地域住民社

会への理解増進 と意識 向上な ど、「科学技術 の社会

へ の実装」 としての側面 に関 わる ところが多い よ

うに思われ る。 これ らの課題解決の道 は決 して楽

で はない が、地域 の産学官民 の協働 と共創 による

取 り組み を進 めるこ とが肝要 と思われ る。
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Abstract: We herein report on the results of a survey visit to the Republic of Austria, which consists of nine federal 

states. Ober Osterreich (Upper Austria), one of the states, has been engaged in efforts to promote regional energy since 

the early 1 990s. A regional industry cluster, from production to efficient technology in renewable energy, has been in 

place since 2000. The state government has set a goal of 100% coverage by renewable energy for space heating and 

power by 2030. We visited the energy agency, a geothermal plant, a biomass heat and power plant, a micro 
hydro-power plant and a biomass district heating system, and we got information about the current situation and trends 

in renewable energy in Austria. We believe that this knowledge and information will be very helpful for the promotion 

of renewable energy in the future in our country, especially in Kochi Prefecture, though there are qualifications such as 

differences in legal system and social environment.
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